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各 位 

株 式 会 社 三 井 住 友 フ ィ ナ ン シ ャ ル グ ル ー プ 

ＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループ ホールディングス株式会社 

 

ＳＭＢＣグループとＭＳ＆ＡＤグループによる自然資本・気候変動分野での業務提携について 

 

株式会社三井住友フィナンシャルグループ（執行役社長 グループＣＥＯ：太田 純、以下同社グルー

プを総称して「ＳＭＢＣグループ」）と、ＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループ ホールディングス株式

会社（取締役社長 グループＣＥＯ：原 典之、以下同社グループを総称して「ＭＳ＆ＡＤグループ」）は、

本日、自然資本・気候変動分野で相互に協力することを基本合意（以下「本提携」）いたしました。 

本提携の第一弾として、自然資本分野におけるリスク評価とソリューションの開発および提供を目指

し、協働してまいります。また、今後、気候変動分野でもソリューションの共同開発等の検討を行って

まいります。 

 

１．自然資本分野における本提携の背景と目的 

世界では、気候変動に連動して、自然資本全体の回復・保全が課題となっており、企業における自然

への依存およびインパクト等のリスクの把握や情報開示を含めた議論が活発化しています。今後、企業

はカーボンニュートラルiに向けた気候変動対応とともに、自然資本の回復・保全に向け、自然への過度

な依存の緩和や生態系の復元等、ネイチャーポジティブiiへの対応も求められることになります。 

 

一方、企業の事業活動における自然との接点は、地域が多様であるため個別性が高く、ネイチャー  

ポジティブに資するソリューションも多岐にわたるため、対応が難しい状況にあります。 

 

ＳＭＢＣグループとＭＳ＆ＡＤグループは、日本を代表する総合金融グループとして、各々が有する

専門性と多様なリソース、幅広いネットワークを活用し、企業の事業活動におけるネイチャーポジティ

ブを実現し持続可能な成長を支援すべく本提携にいたりました。 

 

２０２２年１２月に開催される生物多様性条約第１５回締約国会議（ＣＯＰ１５）において、「ポスト

２０２０生物多様性枠組」が決定される見込みであり、本提携により、加速する企業のネイチャーポジ

ティブへの取組を支援してまいります。 

 

２．自然資本分野における本提携の内容 

本提携では自然資本分野において主に以下３点について協働します。 

（1） 「ネイチャーポジティブコンソーシアム（仮称）」の設立 

ネイチャーポジティブ実現のためのソリューションを持つ企業や研究機関・研究者が集まり、 

自然資本に係る課題解決に向けた調査・研究を行うコンソーシアムを立ち上げます。なお、科学的

知見を活用すべく、国立研究開発法人国立環境研究所iii（以下「国立環境研究所」）の研究者と本コ

ンソーシアム設立に向けた論議を開始しています。 



 

 

（2） ＴＮＦＤivのパイロットプログラムへの共同参画 

ネイチャーポジティブへの対応の第一歩として必要になる自然関連リスクの把握に関する知見

獲得を目的に、自然資本に関する情報開示のケーススタディに共同で取り組んでいます。具体的に

は、国連環境計画・金融イニシアティブ（ＵＮＥＰ ＦＩ）のＴＮＦＤパイロットプログラムに参画

し、ケーススタディの対象となる地域で、特定の事業活動による自然へのインパクト評価を行いま

す。 

 

（3） 自然資本をテーマにしたお客さま向け勉強会の実施 

両社にてお客さま向けに自然に係る勉強会を開催し、自然関連リスクの把握、開示およびソリュ

ーションに関するお客さまの理解促進や知見を深めることを目指します。 

 

ＳＭＢＣグループは、「SMBC Group GREEN Innovator」を掲げ、お客さまが抱える多様なサステナビ

リティに関する経営課題を解決する支援を行っており、自然資本や生物多様性の保全に積極的に取り組

むことで、社会全体のサステナビリティの実現やレジリエンスの向上に積極的に貢献してまいります。 

ＭＳ＆ＡＤグループは、経営における重点課題として「地球環境との共生（Planetary Health）」を 

掲げ、自然資本の持続可能性向上に取り組んでいます。ＴＮＦＤタスクフォースメンバーの輩出や、  

ネイチャーポジティブに資する商品・サービスの提供を通じて、「レジリエントでサステナブルな社会」

の実現を目指してまいります。 

以 上 

 

【ご参考】ＴＮＦＤパイロットプログラムにおける取組 

・両社は、ＵＮＥＰ ＦＩのＴＮＦＤパイロットプログラムに参画し、インドネシアの天然ゴム生産に

関する自然関連のリスク評価を行っています。 

・衛星画像で特定したインドネシアのゴム農園の位置と生物多様性情報等を重ねて重要度を分析し、

保険グループとしての投資、銀行としての融資の実績を踏まえ、リスクを評価します。 

 

 
i カーボンニュートラル：気候変動分野において、気候に影響を与える温室効果ガスの排出量と吸収量

を均衡させ、実質排出量ゼロとすること 
ii ネイチャーポジティブ：自然資本分野において、自然への正の影響が負の影響を上回る状態を指す 

言葉 
iii 国立研究開発法人国立環境研究所：1974 年国立公害研究所として設立され、1990 年の改組を経て  

名称変更。環境問題に関係する課題について幅広く研究を進め、政府や国民の意思決定の根拠となる  

科学的知見を提供することを使命とする研究所 
iv TNFD（Taskforce on Nature-related Financial Disclosures）：多くの企業等が自然に関連したリス

ク情報を開示しビジネスへの影響を可視化することで、自然に負の影響を与える資金の流れを転換させ、

自然に良い影響をもたらすよう、情報を開示する枠組の開発を目指す国際的な組織 

 


